
令和７年度第１回東大阪市総合戦略審議会 

次第 

 

 
日時：令和 7年 8月 20日 15:00～ 

会場：本庁舎 5階 危機管理センター 

 

１ 東大阪市の人口移動状況の報告について 

２ 子どもファースト施策の進捗について 

３ 地方創生交付金の取組内容と実績について 

４ その他 

  ・ローカル 10,000プロジェクトの事業募集について 

    

配布資料 

・資料-1  説明資料 

・資料-2 令和 7年度ひがしおおさか地方創生ラウンドテーブルについて 

・資料-3 ローカル 10,000プロジェクトの募集について 
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R7年4月1日時点の人口実績（国勢調査を基にした推計人口）（a）：484,651人
第3次総合計画の目標値のR7年4月1日時点の理論値 （b）：492,166人 （a）-（b）＝▲7,515人

対前年
▲203

対前年
▲1,610

対前年
▲2,026

対前年
▲3,343

総合計画の目標とのギャップ
7,515人
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・令和6年（2024年）1月〜12月の東大阪市の自然増減は、出生数2,835人、死亡数6,442人で3,607人の自然減
・出生数は2,900人台を維持していたが、令和6年は2,900人を下回り、2,800人台に突入した

資料：東大阪市「統計書」
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資料：総務省「住民基本台帳人口移動報告」
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・令和6年（2024年）1月〜12月の東大阪市では転入18,078人、転出16,694人で1,384人の転入超過（3年連続）

R6年大阪府内
転入超過トップ5

市町村名
転入超過数
（人）

1 大阪市 16,090

2 吹田市 2,024

3 東大阪市 1,384

4 茨木市 730

5 島本町 666

東大阪市と他市（日本国内）の住民票の異動（転入と転出の差）の状況



資料：総務省「住民基本台帳人口移動報告」

東大阪市と他市（日本国内）の住民票の異動（転入と転出の差）の状況（年齢階層別）
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・20-34歳の転入超過は過去２年と比較し、大幅に増加
・5-9歳の転出超過は改善したが、0-4歳の転出が増加



資料：総務省「住民基本台帳人口移動報告」

東大阪市と他市（日本国内）の住民票の異動（転入と転出の差）の状況（年齢階層別）
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・本市同様、市内に総合大学を有しており、15-24歳の転入超過傾向がみられる
・全体的に似たような転出入の傾向であるが、0-4歳、50-59歳の転出入の傾向は真逆
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令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和6年

韓国・朝鮮 9,480 9,144 8,876 8,632 8,462

ベトナム 3,079 3,343 3,818 4,512 5,278

中国 3,908 3,727 3,906 4,015 4,384

フィリピン 589 629 662 739 822

ネパール 183 221 450 614 810

その他 1,483 1,376 1,666 2,102 2,599

総数 18,722 18,440 19,378 20,614 22,355

R６年末時点の割合

東大阪市の外国人住民の国籍別の割合
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鮮

38%
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12%
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令和6年10月（ハローワーク布施管内）
外国人労働者数 14,781人 （府下４位）
外国人雇用事業所数 2,667 （府下４位）
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資料：「人口動態調査」



資料：東大阪市「住民基本台帳年報」
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・日本人の出生数は減少しているが、外国人の出生数は増加傾向にある
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（１）推計人口（令和7年4月1日時点）：484,651人（前年比203人減）
過去の減少幅と比較すると、減少傾向に歯止めがかかってきている。
令和4年：3,343人減、令和5年：2,026人減、令和6年：1,610人減

（２）令和7年7月1日時点の推計人口：485,477人。昨年同月（485,394人）と比較すると、83人増。
（平成22年8月以来15年ぶり）

（３）社会増減については、令和6年は3年連続の転入超過となり、超過数は府内3番目
大阪市 ：16,090人
吹田市 ： 2,024人
東大阪市 :    1,384人

（４）自然増減は令和6年は3,607人の減
出生数は令和4年に3,000人を下回り、令和6年に2,800人台に突入 （国：R6 68万6061人）
令和4年：2,986人（3,000人を下回る）
令和5年：2,979人
令和6年：2,835人（2,800人台に突入）

（５）令和6年中は転入超過であるものの、0～4歳：99人転出超過、5～9歳：6人転出超過であり、
子どもファーストを掲げる本市としては、この世代の改善が今後の課題である。



1.  子どもの居場所づくりについて
・角田総合老人センター(夏休み期間の火、金に小学生対象の世代間交流教室の開催)

・永和図書館、花園図書館（6月より17時以降の自習が可能）
・男女共同参画センター(6月より中高生が自習室として利用可能)
・本庁舎22階展望ロビー改修(今年11月頃に改修予定)
・子ども食堂
・てらこもんず(三島硝子建材株式会社の一部で子どもの居場所づくり)

2．子どもの権利条例、子ども・若者計画について

3.  令和7年度ひがしおおさか
地方創生ラウンドテーブルについて
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６月より１７時以降の自習が可能に
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６月より中高生が自習室
として利用可能に
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※現時点でのイメージになります。

◎令和7年11月頃に改修予定
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＠俊徳道駅前交通広場 ＠永和駅前交通広場
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◎東大阪市経済新聞 R8.8.18
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1.  子どもの居場所づくりについて
・角田総合老人センター(夏休み期間の火、金に小学生対象の世代間交流教室の開催)

・永和図書館、花園図書館（6月より17時以降の自習が可能）
・男女共同参画センター(6月より中高生が自習室として利用可能)
・本庁舎22階展望ロビー改修(今年11月頃に改修予定)
・子ども食堂
・てらこもんず(三島硝子建材株式会社の一部で子どもの居場所づくり)

2．子どもの権利条例、子ども・若者計画について

3.  令和7年度ひがしおおさか
地方創生ラウンドテーブルについて
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評価指標（項目） R5 R6 R7

本市の支援を受けた企業の売上高の
増加率（％）

目標値 0 0 20

実績値 未 未 -

本市の支援を通じて新たな販路開拓
をするために新製品開発を実施した
企業数（社）

目標値 0 15 10

実績値
未 未 -

本市の支援を受けた企業で、業績が
向上した企業数（社）

目標値 3 10 15

実績値 未 未 -

○情報発信媒体の制作業務とプロモーション委託
○ネットワーク形成活動
○製品開発の意欲を有する企業の支援

交付対象事業費
（円）

交付決定額
（円）

10,000,000 5,000,000

令和6年度事業内容

○2025大阪・関西万博は、世界から多数の来場者が見込まれ、営業力に課題を抱える市
内企業にとってはPRの絶好の機会となる。未来社会への対応力や高い技術力を持つ企業
が多数市内に存在することを周知し、モノづくりのまち東大阪の更なるPRを進めていく。

目的（効果）

※KPIについてはR7.3月末時点

○情報発信媒体の制作業務とプロモーション委託
○ネットワーク形成活動
○製品開発の意欲を有する企業の支援
○展示出展負担金補助
○展示品等開発補助

令和7年の取組み

23
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・大阪ヘルスケアパビリオン リボーンチャレンジ には市内企業72社が出展
（出展企業数は府下２位）

リボーンチャレンジ：万博に向けて新技術開発などに取り組む、400を超える大阪の中小企業・スター
トアップの技術力や魅力を、毎週異なる26のテーマで展示や体験を通じて、国内
外へ広く発信していきます。
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市内小学校3校の
小学生が万博で躍動！

2025.05.16 ギャラリーEAST in 大阪関西万博



評価指標（項目） R7 R8 R9

オンライン予約率(%) 目標値 50 70 80

実績値 - - -

デジタル予診票の利用率(%) 目標値 20 50 70

実績値 - - -

デジタル利用券の利用率(%) 目標値 15 80 90

実績値 - - -

サービス満足度(ポイント) 目標値 3.0 3.5 4.0

実績値 - - -

サービス利用申請に係る手続き時間の減
少(分)

目標値 40 35 30

実績値 - - -

〇母子手帳アプリの構築・実装

交付対象事業費
（円）

交付決定額
（円）

30,005,000 15,002,000

令和７年度事業内容

〇母子手帳アプリの導入により、妊娠期から安心して出産・子育てできる支援環境を整備

〇オンライン予約機能の導入により、事業の予約をアプリからできるようになり、市民サービス向上を図る
〇予防接種手続きのデジタル化により、保護者と医療機関、行政それぞれの負担軽減と情報管理の効
率化を図る
〇産後ケア事業についても、利用券を電子化して、省力化、ペーパーレス化を図る

目的（効果）
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評価指標（項目） R5 R6 R7

授業時間外に児童生徒に面談や声か
けする時間が増加した教職員の割合
(%)

目標値 60 70 80

実績値
未 77 -

教職員が資質向上のため研修に参加
した回数(回)

目標値 5 8 10

実績値 3 7 -

保護者の連絡システム登録率（％） 目標値 90 95 100

実績値 95 99 -

児童生徒が学校生活で教職員と良好な
関係を築いている割合（％）

目標値 46 55 65

実績値 未 51.5 -

児童生徒が学校生活で自己肯定感を向
上した割合（％）

目標値 40 50 60

実績値 未 41.4 -

学校と保護者間連絡システムが便利と回
答する保護者の割合（％）

目標値 70 80 90

実績値 未 77.4 -

〇保護者連絡帳アプリの導入
・学校からの（日常・緊急）連絡を保護者へ一斉配信が可能に
・保護者からの欠席連絡が受付け可能に

〇学習帳アプリを導入
・児童生徒の心の健康を確認可能に

〇出退勤システムー校務支援システム間の教職員情報の連携
〇校務支援システム上の児童生徒の転出入情報をQubena（AI
ドリル）と連携

令和6年度事業内容

○教職員の出退勤管理システム及び学校と保護者間の連絡システムを統合型校務支援シス
テムとデータ連携して管理
○児童生徒用AIドリルとのデータ連携
○学校に携わる人々の負担軽減によって児童生徒と向き合う時間を更に創出することで、
「児童生徒１人１人が成長を実感し、安心して学べる学校」を実現

目的（効果）
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評価指標（項目） R4 R５ R６

対応する申請書の拡充数 目標値 20 25 30

実績値 20 20 58

待ち時間が軽減される市民の数（1日当た
り）

目標値 150 200 250

実績値 60 132 278

○申請書のワンライティング化を達成するために、住民異動受付支援システムを構築する
ことで、窓口における必要書類のスキャニングによるデータ化及び既に本市で管理してい
るデータが活用可能となる。
○申請者は画面上で内容確認及び署名を行うことで、異動届及びその他申請書を当該シス
テム上で発行される事により、住所・氏名等の記載が不必要となることから、市民サービ
スの向上及び職員の事務効率化を図る。
○今後、当該事業を拡充するにあたり、異動に関連することが多い手続きや、申請件数の
多い手続きを優先的に実装することで、効率的な拡充を進める。

目的（効果）

○令和4年度末に異動受付支援システムでのワンライティング化の
対象となる手続きの拡張を行い、令和5年度から拡張した手続きに
対し本格的な運用を開始した。
〇申請書作成時の実際の業務フローと申請書作成支援のシステム設
計が上手くマッチせず、一部の所属では想定どおりに活用が進まな
かった。
これを踏まえ、令和6年度は業務フローとシステム設計のアンマッ
チを解消するための設計変更や、対応手続きの拡充、外部拠点での
システム利用環境整備を行った。

令和6年度事業内容
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（主な臨時交付金事業）
・住民税非課税世帯・住民税均等割のみ課税世帯に対する物価高騰対策給付金
・中学校給食費無償化事業
・キャッシュレス決済ポイント還元事業

支援枠 交付金額

低所得世帯支援枠 113,535,000円

推奨事業メニュー 534,600,000円

給付金・定額減税一体支援枠 4,143,488,149円

低所得世帯支援枠及び不足額給付分
の給付金・定額減税一体支援枠

2,205,000,000円

総計 6,996,623,149円

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金

29

・2025年10月1日(水)〜15日(水)の2週間で令和7年度第2弾のキャッシュレス決済ポイント還元事業を実施します！
第2弾のポイント還元は最大20%で行う予定です！



寄附企業名 寄附事業名

1 伸和サービス株式会社 本庁舎22階展望ロビー等改修事業

2 株式会社大塚商会【物納】 魅力PR事業

3 株式会社グッドワンライフ 本庁舎22階展望ロビー等改修事業

4 タレントスクエア株式会社 多文化共生社会推進事業費

5 第一生命保険株式会社 多文化共生社会推進事業費

6 株式会社万代 本庁舎本庁舎22階展望ロビー等改修事業

7 因幡電機産業株式会社 備蓄物資購入費

8 株式会社日装 居心地の良い空間づくり事業（八戸ノ里公園整備）

令和6年度は8件、3,127万5千円（物納を含む）のご寄附をいただきました。
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ひがしおおさか地方創生ラウンドテーブルとは

１
無作為抽出
による委員選定

従来の公募や推薦ではないため、
これまで行政と接点の少ない
市民の方も参加できる

3
自分ごと化
して考える

地域課題に対して自分にできる
こと、地域でできることを
みんなで一緒に考えていく

テーマに関する地域の困りごとを
さまざまな視点から洗い出して、

課題を整理する

2
地域課題
の洗い出し

開催のご案内
東大阪市では、市民一人ひとりが地域課題を「自分ごと」として考え、よりよいまちづくりを推進するため、

無作為抽出により選ばれた市民を委員に迎え、「ひがしおおさか地方創生ラウンドテーブル」を開催していま

す。堅苦しい会議ではありませんので、お気軽にお申込みください！

皆さん、これを機にひがしおおさかのことを「自分ごと化」して考えてみませんか？

裏面へ👉

今回の会議テーマ：

開催日時・場所

第1回

第2回

第3回

第4回

10月５日（日）

１０月２６日（日）

1１月２４日（月・祝）

１２月２１日（日）

9時～12時

9時～12時

9時～12時

9時～12時

本庁舎１８F

本庁舎 １F

本庁舎１８F

本庁舎１８F

今年度は、「子ども・若者が夢を叶えられるまちづくり」を会議テーマにしています。

子ども・若者の当事者だけでなく、さまざまな世代の方が交流しながらみんなで考えることで、

「自分ひとりでは思いつかなかった意見」や「今まで知らなかった答え」と出会うことができるかもしれません。

市民の皆さんに本音で語り合っていただき、「子ども・若者が輝けるまち」の姿を一緒に考えてみませんか？

お申込み

←左の二次元コードでのお申込み

コードの読込ができない場合には
以下の連絡先にて受付します。

【連絡先】
東大阪市企画財政部企画室企画課
📞06-4309-3101
✉kikaku@city.higashiosaka.lg.jp

※原則全ての回へご参加いただきますが、
ご用事がある場合は一部欠席等可能です。

1回参加につき

クオカード 3,000円

子ども・若者が夢を叶えられるまちづくり



主催 東大阪市 企画財政部企画室企画課
📞06-4309-3101
✉kikaku@city.higashiosaka.lg.jp

昨年度は、「子どもファースト実現と高齢者のウェル

ビーイング（生きがいや幸福感）向上の両立をめざし

たまちづくり」をテーマに市民委員の皆さんと一緒に

考えていきました。

今回参加できない方も、よろしければ市政アンケートへのご協力をお願いします。

昨年度の会議の様子

全４回にわたって話し合われた会議の内容が、

１つの提案書として東大阪市に提出されました。

提案書の内容は、本市ウェブサイトに公開しています。

是非ご覧ください。

←昨年度の会議の様子は

東大阪市公式YouTubeチャンネル

からご覧いただけます。

アンケートにご協力ください

参加までの流れ

Step1 Step２ Step3

表面の二次元コードより、

申込フォームに必要事項を

入力してください。（電話連

絡可）

お申込みいただいた方のうち、

抽選で３０名様に、東大阪市から

当選のご連絡をいたします。

会議当日、本庁舎の会議

場所へお越しください。

回答期限

８月２２日（金）

８月下旬頃（予定）

一時保育や手話通訳、外国語通訳などが
必要な方は、お気軽にご相談ください。

＜市政アンケート＞

＜令和６年度提案書＞

＜令和６年度会議風景＞





◎令和8年度に総務省への申請をめざす事業の募集について

※１ 補助金の交付にあたっては、本市の予算の承認及び総務省の事業採択をもって交付となります。市の予算が承認されなかった場合
や総務省の審査の結果、事業の採択が受けられなかった場合、補助金は交付されません。

※２ 補助金事業は交付決定以降に着手し、令和10年２月28日までに完了する事業が対象となります。
※３ 地域経済循環創造事業（ローカル10,000プロジェクト）の詳細は総務省ウェブサイトをご確認ください。

https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/c-gyousei/local10000_project.html
※４ 事業募集に関する内容は本市ウェブサイトをご確認ください。

https://www.city.higashiosaka.lg.jp/0000040452.html

〇東大阪市では、来年度に総務省の地域経済循環創造事業交付金の申請をめざす事業を募集しています。

〇令和8年度以降に市内で創業、新規事業を考えられており、本事業の活用を希望される事業者の方は制度概要及び「東

大阪市地域経済循環創造事業交付金申請事業選定要領」をご確認の上、必要書類を下記書類提出期間内に東大阪市 企

画財政部 企画室 企画課にご提出ください。

◎お問合せ先 東大阪市荒本北1-1-1 東大阪市 企画財政部 企画室 企画課 （本庁舎１２階）
連絡先 (電話)０６－４３０９－３１０１ （電子メール）kikaku@city.higashiosaka.lg.jp

★地域経済循環創造事業（ローカル10,000プロジェクト）とは

〇産官学金労言の連携により、地域の人材・資源・資金を活用した新たなビジネスの立ち上げ支援。民間事業者、国、

地方が一体となって、将来にわたって富を生み出していく仕組み（地域経済循環）づくりに取り組むことを目的に創設

された総務省の交付金事業の一つです。

〇地域の資源と資金を活用した地域密着型の創業・新規事業を支援として次の要件を満たす事業（初期投資費用：設備

投資、改修費、機械装置費、備品費等）が対象になります。

内容 日時

相談受付期間 公募開始後～令和７年10月24日（金）

書類提出期間 令和７年10月２9日（水）～31日（金）

１次審査選定結果・２次審査会実施の案内通知 令和７年11月19日（水）

審査会（プレゼンテーション）の開催 令和７年11月下旬予定

２次審査選定結果通知 令和７年12月中旬予定

令和8年度当初予算の決定 令和8年3月末

総務省へ実施計画書提出 令和8年4月上旬(予定)

総務省の交付決定 令和8年6月下旬(予定)

事業の実施 交付決定後 令和10年２月28日まで

出典：総務省_ローカル10,000プロジェクト等について

 地域密着型（地域資源の活用）  地域課題への対応（公共的な課題の解決）

 地域金融機関等による融資（原則、公費による交付額と同額以上）  新規性（新規事業）  モデル性

◎令和6年度採択事業
〇事業名：東大阪市の工業・商業・文化を繋ぐ拠点『マチＣＯＢＡの駅』の開設 〇事業費：4,000万円
〇事業概要：「マチＣＯＢＡの駅」 を開設し 、 「技術の展示」「製品の販売」「職人等の地域人財による交流」などを行い 、

「東大阪市の工業文化の魅力発信」「工場の売上向上」「職人の技術継承」 などの地域活性化を図っていく 。


